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１．はじめに 

2018 年に策定された第 5 次エネルギー基本計画では，

エネルギー需給の将来像を議論するにあたって，S+３E を

基本とすることが謳われている．3 つの E のうち，「環境」

に関しては，エネルギー起源の大気汚染物質，温室効果ガ

スの排出量，「エネルギー安全保障」に関しては，エネルギ

ー自給率，エネルギー供給安定性などの量的指標が使われ

ている．これに対して「経済性」に関する指標としては，

化石燃料の輸入金額や電気料金などが使われてきた．しか

し，エネルギー需給構造や産業構造は大きく変化しており，

エネルギー種別ごとの価格水準だけでは，「経済の持続可能

性」への影響を評価することは難しい．また，国際交渉の

場面では，各国のエネルギー需給構造，産業構造の違いを

踏まえた議論が重要であり，それらを可能にする国際比較

指標の検討の意義がある． 

そこで本稿では，日本，米国，英国，ドイツ，フランス

の主要先進 5 か国を対象に(1)部門別にエネルギー支出額

合計の推計を試みる．また,(2)その値を各国の経済規模で

基準化した「エネルギー支出の対 GDP 比」を推計する．さ

らに,(3)各国のエネルギー需給の将来シナリオについて，

「経済の持続可能性」の観点から国際比較を行う．将来シ

ナリオには,IEA の 2018 年版の World Energy Outlook 

(WEO2018)1) の New Policies Scenario(NPS)を参照する． 

 

２．分析の枠組み 

2.1 国際比較のための指標：エネルギー支出の対 GDP 

 図 1 は,1965 年以降の長期にわたる家計消費支出に占め

る光熱費の割合の推移を見たものである．家計のエネルギ

ー関連の負担は,家電の普及などにより上昇する趨勢にあ

る．この値は,いわば,エネルギー版のエンゲル係数であり,

家計のエネルギー支出に関する負担感の変化をみることが

できる．そこで本稿では,マクロの指標から,部門別にエネ

ルギー支出額と,その GDP に対する比率を推計し,疑似的に,

各部門におけるエネルギー支出の負担感を国際比較する． 

 

2.2 将来シナリオ分析のためのモデル 

 上記の「エネルギー支出の対 GDP 比」に関する将来シナ

リオを分析するにあたって,エネルギー価格の将来シナリ

オを作成するためのフローを図 2 に示す．IEAの WEO2018

の NPS をもとに，分析を行うことから，部門・エネルギー
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図１ 家計消費支出に占める光熱費の割合 

出所：総務省家計調査年報 2)の二人以上世帯．EDMC3)より作成 
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分類は，同書の公表ベースのものにあわせている．以下の

(1),(2)は,部門別エネルギー源別の国内価格,国内電力価

格の予測に用いるモデルである．1978～2016 年の実績デー

タを用いてパラメータの推定を行った． 

 

(1) 国内エネルギー価格 

 𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖は第i部門の第jエネルギーの国内価格を，𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗は第jエ

ネルギーの国際価格を示す．ただし，iは産業部門，家庭

部門，発電部門である．産業部門のj は，High sulphur fuel 

oil ，Low sulphur fuel oil，Light fuel oil，LPG，天然ガス，

燃料炭，原料炭である．家庭部門のj はLight fuel oil，LPG，

天然ガス，燃料炭である．発電部門のj は High sulphur fuel 

oil，天然ガス，燃料炭である．𝜀𝜀𝑖𝑖は誤差項である． 

 

𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝛼𝛼𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖𝑃𝑃𝑃𝑃𝑗𝑗 + 𝜀𝜀𝑖𝑖  (1) 

 

 

(2) 国内電力価格 

  𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖は第i部門の電気料金を，PETは火力発電平均燃料価

格を，RTTは火力発電比率を，PGDP はGDPデフレータ

を示す．ただし，iは産業部門，家庭部門である．𝜑𝜑𝑖𝑖は誤

差項である． 

 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖 = 𝛾𝛾𝑖𝑖 + 𝛿𝛿𝑖𝑖𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 ∙ 𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 + 𝜃𝜃𝑖𝑖𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 + 𝜑𝜑𝑖𝑖   (2) 

 

上記モデルは，火力発電の燃料費と，その他の運転・メ

ンテナンスコストを，それぞれ火力発電平均燃料コスト，

GDPデフレータで説明する簡易的なモデルである．火力発

電平均燃料コストには，長期的な非化石電源比率の拡大を

反映させるために，火力発電比率を乗じている． 

 

2.3 分析に用いたデータ 

分析にあたっては，IEA の Energy Balance table4)から各国

の部門別・エネルギー源別エネルギー需給データを，同じ

く IEA の Energy Prices and Taxes5)から，各国の部門別・エ

ネルギー源別のエネルギー価格データ（エンドユーザー価

格），為替レートを，World Bank7)の International development 

Indicators から，各国の GDP および GDP デフレータを用い

た．(1)の分析モデルの推定にあたっては，時系列データが

必要になることから，欠損値については，可能な範囲で補

完推計を行った．特に Energy Prices and Taxes データに

ついては，欠損値が多いことから，関連性の高いエネルギ

ー種の価格のほか，国内統計を用いて補完推計を行った． 

IEA の Energy Prices and Taxes に掲載があるのは，石

油製品，石炭，天然ガス， 電力価格に限られていることか

ら，燃料用の固形バイオマス・廃棄物の価格については，

熱量等価の Light fuel oil または天然ガス価格を用いた．ま

た，欧州の地域熱供給の価格については，図 3 に示すよう

に家庭用ガス価格の動きで説明できると推測されることか

ら，熱量等価の同価格を用いた． 

 

３．部門別エネルギー支出指標の国際比較 

 
図 2 エネルギー価格の将来シナリオの作成フロー 

 

図 4 産業部門におけるエネルギー源別の支出額 

出所) IEA Energy Balance4), IEA Energy Prices & Taxes5), 

World Bank World Development Indicators7) を元に著者推計 

 

図 3 地域熱供給の価格と家庭用天然ガス価格 

出所：Energifosk6), European District Heating Price Series, 

2016, IEA Energy Prices & Taxes5)より作図 
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3.1 部門別のエネルギー支出額の推計 

 

(1)エネルギー源別支出額の推計 

 図 4～6 は，2000 年～2017 年間の各最終エネルギー消費

部門におけるエネルギー源別の需要量に各エネルギー種別

の国内価格を乗じて合計したエネルギー支出額の推計値で

ある． 

図 4,5 の産業,民生部門では,いずれの国でも，支出額の

5～7割を占めるのは電力への支出である．欧州 3か国では，

2000 年以降，エネルギー支出額が右肩上がりに増加してい

るが,最大のシェアを占める電力の価格がこの期間に持続

的に上昇していることが影響している．また，欧州では，

日本と比較してガスの支出額シェアが大きいことも特徴で

ある． 

一方,図 6 の運輸部門では,いずれの国においても,自動

車用燃料であるガソリン,軽油が需要のほとんどを占める．

ただし,ドイツ,フランスでは,ディーゼル車の普及に伴い,

ガソリンへの支出額の増加と軽油への支出額の減少が見ら

れる． 

 

(2)GDP に対するエネルギー支出額の比率 

 図 4～6 で推計した支出額をもとに,国際比較可能な指標

として,GDP に対するエネルギー支出額の比率を推計した．

これは,最終エネルギー消費部門ごとの,エネルギー支出額

の負担感を,各国の経済規模に応じて国際比較することを

意図したものである．例えば,民生部門の最終消費支出は

GDP の最大構成要素であり,その最終消費支出に占めるエ

ネルギー支出の割合は,いわばエンゲル係数のエネルギー

支出版に相当する． 

産業部門においては,対 GDP 比は各国の産業構造に大き

く依存する．図 7 に示すように,GDP に占める製造業の付加

価値比率の高い日本,ドイツではエネルギー支出額の対

GDP 比も高く,製造業の海外移転の進む英国,フランスでは

同値は低くなっている．加えて,電力価格の高騰するドイツ,

シェール革命以降,エネルギー価格の安定する米国では価

格の影響も受けている．エネルギー集約的な製造業が高い

シェアを持つ日本においては,エネルギー価格の上昇が国

民経済に与える影響も相対的に大きくなるといえる． 

民生部門においては,各国のエネルギー価格水準に加え

 

図 7 産業部門のエネルギー支出額の対 GDP 比 

出所) IEA Energy Balance4), IEA Energy Prices & Taxes5), 

World Bank World Development Indicators7) を元に著者推計 

 
図 6 運輸部門におけるエネルギー源別の支出額 

出所) IEA Energy Balance4), IEA Energy Prices & Taxes5), 

World Bank World Development Indicators7) を元に著者推計 

 
図 5 民生部門におけるエネルギー源別の支出額 

出所) IEA Energy Balance4), IEA Energy Prices & Taxes5), 

World Bank World Development Indicators7) を元に著者推計 

 
図 8 民生部門のエネルギー支出額の対 GDP 比 

出所) IEA Energy Balance4), IEA Energy Prices & Taxes5), 

World Bank World Development Indicators7) を元に著者推計 
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て,需給構造も支出額に影響する．相対的に高価な電力のシ

ェアが高い日本,ドイツ,フランスでは,エネルギー支出額

の対 GDP 比は高く,ガスのシェアが高い英国やエネルギー

価格が安価な米国とは 1％水準前後の差がある．また,図 8

の右側に示す民生部門の最終エネルギー消費量の対 GDP 比

は,日本が最も低く,省エネが進んでいることがわかる．日

本の民生部門においては,主要先進国と比較しても高い省

エネ水準を達成している一方で,エネルギー支出の負担は

既に十分に高いことが確認できる． 

運輸部門については,図 9 左でみるように,日本の対 GDP

比は,産業,民生分野とは異なり,主要先進 5 か国のなかで

最も低い．この背景には,図 7 右で GDP 当たりの自動車走

行距離が同じく主要 5 か国の中で最も少ないことに示され

るように,日本では特に旅客輸送において,鉄道やバスとい

った公共交通機関の利用が多いことがある．例えば,2015

年の全国消費実態調査から,日本の二人以上世帯の交通費

の内訳をみると,39％が鉄道運賃,32％がバス,タクシー代

であり自家用ガソリン代のシェアは 26％に過ぎない．仮に,

モビリティ用エネルギーに対する支出額ではなく,より広

義にモビリティ・サービスに対する支出額を考えれば,日本

の GDP に対する運輸部門の支出額が少ないとは言えないこ

とがわかる． 

 

3.2 部門別のエネルギー支出額の予測 

以上の分析結果から,「エネルギー支出額の対 GDP 比」

は,エネルギー需給構造やエネルギー価格の違いを反映し

つつ,部門別のエネルギー支出の負担感を国際比較する指

標の一つとして活用できる可能性を確認した．そこで以下

では,表 1 に示す IEA の WEO2018 の NPS シナリオにおける

需給構造の予測結果をもとに,2040 年までの「エネルギー

支出額の対 GDP 比」を推計する． 

ところで,ここまで実績期間については名目価格を用い

て分析してきたが，以下の予測にあたっては，図 2 の分析

モデルのフローに外生変数として示した「インフレ率」に，

各国ともゼロを想定することで実質ベースの予測とする．

これは，名目価格の予測には各国別のインフレ率の想定が

必要になること，予測の前提条件として用いる IEA の

WEO2018 の国際燃料価格は，2017 年実質価格のみ公表され

ているためである． 

 

(1) 電力価格の予測 

エネルギー価格の将来値は，表 1 の WEO2018 の NPS の予

測結果をもとに,モデル(1)，(2)式をもとに推計した． 

 

表 1 主な前提条件（上段：2017 年値,下段：2040 年値） 

 日本 米国 英国 ドイツ 仏国 

GDP成長率（2017-40,％） 0.7 2.0 1.6 

原油輸入価格（2017$/bll）  52 
112 

天然ガス輸入価格(2017$/MBtu） 8.1 3.0 5.8 
10.1 4.9 9.0 

燃料炭輸入価格(2017US$/t) 95 60 85 
90 64 85 

発電に占める火力比率（2040,％） 49.1 52.6 13.6 39.5 10.4 

火力に占めるガス火力比率（2040,％） 53.3 63.1 80.2 79.6 79.1 

産業部門エネルギー消費成長率(%) -0.8 0.5 -0.4 -0.3 -0.4 

産業部門の電化率（2040,％） 39.0 28.0 40.2 37.0 37.7 

民生部門エネルギー消費成長率(%) -0.1 0.2 -0.6 -0.3 -0.5 

民生部門の電化率（2040,％） 56.0 55.0 39.3 29.6 49.8 

(2) 出所）IEAの WEO2018の NPSより．ただし EU各国については，

直近の実績値,IEAの EUについての予測値より著者推計 

 

 予測にあたって重要になるのが，エネルギー支出額の最

大のシェアを占める電力の価格見通しである．本稿では，

モデル(2)式を,各国・各部門の実績データで推定したパラ

メータ𝛾𝛾𝑖𝑖, 𝛿𝛿𝑖𝑖, 𝜃𝜃𝑖𝑖を用いて，それぞれの電力価格を推計した．

予測の前提条件として用いる IEA の WEO2018 の国際燃料価

格は，2017 年実質価格のみ公表されていることから図 10

に 2017 年価格を 1 とした 2040 年の実質電力価格の予測結

果を示す．IEA の想定によると，石油，天然ガス価格は実質

でも緩やかに上昇を続ける．また,NPS では,火力発電の比

率は各国とも低下を続けるものの，米国，ドイツ，フラン

スでは，火力発電が石炭からより単価の高いガスに燃料転

 

図 10 2040 年の電力価格の予測（2017 年＝1,実質） 

出所：IEAの燃料価格想定をもとに,著者推計 

 
図 9 運輸部門のエネルギー支出額の対 GDP 比 

出所) IEA Energy Balance4), IEA Energy Prices & Taxes5), World 
Bank World Development Indicators7), OECD Transportation Data8) を

元に著者推計 
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換していくと見通している．このため火力発電用の平均燃

料価格は上昇する．米国，ドイツ，フランスでは，これら

要因が相殺するため 2040 年の電力価格は現状の水準にな

る．すでにガスへの燃料転換が進んだ英国では，相対的に

価格上昇は抑えられる．日本については，原子力の再稼働

により火力発電比率が低下することに加え，WEO2018 で燃

料価格の低下が見込まれている石炭火力が,発電シェアを

維持することから，2040 年の電力価格は英国より低下する． 

ところで，IEA の WEO2018 では，日本，米国，EU，中国

について家庭部門の実質電力価格の 2025 年，2040 年の水

準のみが図示されている（IEA,2018 の Figure 10.32）．そ

れによると，日本については原子力の再稼働の影響で，2040

年には 2017 年比で約 1 割程度の実質価格の低下が見込ま

れている．一方，米国，欧州では，2040 年の実質価格はほ

ぼ 2017 年並みになるとされている．ここから,少なくとも

WEO2018 における家庭部門の電力価格の見立ては，図 10 に

示した本稿での予測結果と大きく変わらないことがわかる． 

電力価格の将来予測にあたっては，再生可能エネルギー

発電のコスト低下，利用拡大の影響に加え，太陽光，風力

といった変動再エネ電源の拡大による系統対策コストの負

担をどのように考えるかが難問である．IEA による電気料

金の想定が,火力発電の燃料コストをもとにした本稿の予

測結果と概ね一致するということは，少なくとも IEA の

WEO2018 では，再エネ拡大の影響は，電力価格の水準には

中立的であると想定していることがわかる． 

ところで今回の WEO2018 では，電源別の発電コストに関

して，従来の LCOE（Levelized Cost of Electricity）に加えて，

VALCOE(Value Adjusted LCOE)が提示されている．火力発電

の調整力（ΔkW 価値），容量（kW 価値）の持つ付加価値を

マイナスのコストとして評価することで，本来は，発電単

体のコスト評価である LCOE を，再エネ拡大の系統影響を考

慮して再評価しようと試みたものである．その結果によれ

ば,VALCOE で評価した場合には，LCOE で評価した場合に比

べて,再エネ価格は 1～2 割高くなる．これに,再エネ拡大に

伴って系統全体で必要になるコストも含めると,再エネコ

ストはさらに高くなることが予想される．同様の推計

は,EIA/DOE でも試みられている 9).これらから，LCOE をベ

ースとする IEA の NPS および本稿のモデル(2)式による電

力価格の将来予測の結果については，過小評価の可能性が

あることに注意が必要である． 

 

(2)GDP に対するエネルギー支出額の比率の予測 

 図 11 は，以上の想定のもとで推計した 2040 年までの産

業,民生各部門の「エネルギー支出額の GDP 比」である．運

輸部門については,鉄道も含めた本来のモビリティ・サービ

スに対する支出額の推計が困難であることなどから予測対

象からは除外した．予測は，IEA の予測年である，2025 年

から 2040 年までの 5 年刻みの 4 ポイントの値を示してい

る．予測期間については，図 2 のフロー図にあるインフレ

率をゼロと想定するので，分母の名目 GDP は実質 GDP に等

しく，分子の支出額を算出するための国内エネルギー価格

は実質国内価格に等しくなる． 

 図 11 から，産業部門，民生部門のいずれにおいても，予

測期間においては，エネルギー支出額の GDP 比は低下傾向

にあることが確認できる．これは，表 1 でみたように，IEA

の WEO2018 では，日本，EU の 2040 年までの産業，民生両

部門の最終エネルギー消費は，省エネの継続によりいずれ

も減少し，米国についてもその伸びは低水準にとどまると

予測されていることによる．加えて両部門の支出額の太宗

を占める電気料金の価格が現状並みあるいは，現状より低

下傾向にあることも GDP に対する支出額の比率が低下する

要因となる． 

 また，産業部門，民生部門のいずれにおいても，GDP に対

するエネルギー支出額の比は，予測期間を通して日本が最

も高くなる．これを逆に捉えると，他の国では，国民経済

に与えるエネルギー価格の影響に関わる政策の優先度が相

対的に低下する可能性を示唆しているともいえる．今後の

国際交渉においては,S+3E との整合性を掲げる日本のエネ

ルギー・環境政策については，経済性の視点での日本の状

況について,より丁寧な説明が必要になるともいえる． 

 

 (3) 日本の電力料金に関する代替ケース 

図 11 には,「日本の代替ケース」として,仮に日本の電力

価格水準が，米国，ドイツ，フランスと同様に実質ベース

で 2017 年並みの水準を維持する場合の感度分析の結果も

記載している．この場合には,産業，民生の両部門のエネル

ギー支出額の GDP に対する比率は，ともに 5 年前の水準ま

 

図 11 エネルギー支出額の対 GDP 比への影響 

出所：IEAの各種想定をもとに著者推計 
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で上昇し，他の先進国との比率の格差はさらに拡大するこ

とがわかる． 

日本の電源構成について，IEA の WEO2018 の NPS では，

2040 年時点の発電量ベースで原子力発電のシェア 21％を

維持するとしている．仮に原子力発電所の新設・リプレイ

スが進まない場合には，この実現は困難になることが想定

される．また，火力発電に占める石炭シェアは，2040 年時

点で 45％と想定されているが，世界的には石炭火力の利用

抑制の圧力が高まっている．仮に,原子力発電や石炭火力の

利用が進まない場合には,図 10 で示したように日本の電力

価格が現状よりも低下するシナリオが実現しない可能性が

あり,この場合には,代替ケースで示すようなエネルギー支

出の負担が増加する． 

 

３．おわりに 

本稿では，エネルギー需給の将来像の議論で重要な S+３

E のうち，「経済性」に関する指標として，部門別のエネル

ギー支出額合計と，これを各国の経済規模で基準化した

「GDP に対するエネルギー支出額の比」の推計を試みた．

日本の GDP 規模当たりのエネルギー支出負担を主要先進国

と比較すると,将来にわたっても高いまま推移する可能性

があることを確認した． 

地球温暖化の国際交渉の場においては，S+3E の「経済性」

の持続可能性についても，国際比較可能な平易な指標で議

論していくことが重要となる．ここで試算した「GDP に対

するエネルギー支出額の比」は，各国のエネルギー需給構

造，産業構造の違いを反映した国際比較の指標としてだけ

でなく,それぞれの国における長期のエネルギー需給シナ

リオを「経済の持続可能性」の観点から評価する指標とし

ても活用できる可能性があると考える． 
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